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資料５

関 係 法 令 （ 抜 粋 ）

１ 日本国憲法

【 教育を受ける権利と受けさせる義務 】

第２６条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく

教育を受ける権利を有する。

② すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさ

せる義務を負う。義務教育は、これを無償とする。

２ 教育基本法

【 教育の機会均等 】

第４条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなけ

ればならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上

差別されない。

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を

受けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が

困難な者に対して、奨学の措置を講じなければならない。

３ 学校教育法

【 普通教育の義務 】

第１６条 保護者（子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見

人）をいう。以下同じ。）は、次条に定めるところにより、子に９年の普通教育を

受けさせる義務を負う。

【 就学義務 】

第１７条 保護者は、子の満６歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから、

満１２歳に達した日の属する学年の終わりまで、これを小学校又は特別支援学校の

小学部に就学させる義務を負う。ただし、子が、満１２歳に達した日の属する学年の

終わりまでに小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了しないときは、満１５歳

に達した日の属する学年の終わり（それまでの間において当該課程を修了したときは、

その修了した日の属する学年の終わり）までとする。

② 保護者は、子が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日の翌日以後に

おける最初の学年の初めから満１５歳に達した日の属する学年の終わりまで、これを、

中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負う。

③ 前２項の義務の履行の督促その他これらの義務の履行に関し必要な事項は、政令で

定める。



83

【 病弱等による就学義務の猶予又は免除 】

第１８条 前条第１項又は第２項の規定によって、保護者が就学させなければならない

子（以下それぞれ「学齢児童」又は「学齢生徒」という。）で、病弱、発育不完全そ

の他やむを得ない事由のため、就学困難と認められる者の保護者に対しては、市町村

の教育委員会は、文部科学大臣の定めるところにより、同条第１項又は第２項の義務

を猶予又は免除することができる。

【 （特別支援学校）目的 】

第７２条 特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又

は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は

高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し

自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする。

【 目的の明示 】

第７３条 特別支援学校においては、文部科学大臣の定めるところにより、前条に規定

する者に対する教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。

【 助言又は援助 】

第７４条 特別支援学校においては、第７２条に規定する目的を実現するための教育を

行うほか、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、

第８１条第１項に規定する幼児、児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を

行うよう努めるものとする。

【 障害の程度 】

第７５条 第７２条に規定する視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者

又は病弱者の障害の程度は、政令で定める。

※ 政令の定めとは、学校教育法施行令第２２条の３

【 特別支援学校の設置義務 】

第８０条 都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、視覚障害者、

聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者で、その障害が第７５条の政令で

定める程度のものを就学させるに必要な特別支援学校を設置しなければならない。

【 特別支援学級 】

第８１条 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号

のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、

児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は

生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。

② 小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する

児童及び生徒のために、特別支援学級を置くことができる。
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一 知的障害者

二 肢体不自由者

三 身体虚弱者

四 弱視者

五 難聴者

六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの

③ 前項に規定する学校においては、疾病により療養中の児童及び生徒に対して、特別

支援学級を設け、又は教員を派遣して、教育を行うことができる。

４ 学校教育法施行令

【 学齢簿の編製 】

第１条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、当該市町村の区域内に

住所を有する学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法（以下「法」という。）

第１８条 に規定する学齢児童及び学齢生徒をいう。以下同じ。）について、学齢簿を

編製しなければならない。

２ 前項の規定による学齢簿の編製は、当該市町村の住民基本台帳に基づいて行なうも

のとする。

３ （条文省略）

４ （条文省略）

第２条 市町村の教育委員会は、毎学年の初めから五月前までに、文部科学省令で定め

る日現在において、当該市町村に住所を有する者で前学年の初めから終わりまでの間

に満六歳に達する者について、あらかじめ、前条第１項の学齢簿を作成しなければな

らない。この場合においては、同条第２項から第四項までの規定を準用する。

【 入学期日等の通知、学校の指定 】

第５条 市町村の教育委員会は、就学予定者（法第１７条第１項又は第２項の規定によ

り、翌学年の初めから小学校、中学校、中等教育学校又は特別支援学校に就学させる

べき者をいう。以下同じ。）のうち、認定特別支援学校就学者（視覚障害者、聴覚障

害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）で、その障害が、

第２２条の３の表に規定する程度のもの（以下「視覚障害者等」という。）のうち、

当該市町村の教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、

地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、その住所の存する

都道府県の設置する特別支援学校に就学させることが適当であると認める者をいう。

以下同じ。）以外の者について、その保護者に対し、翌学年の初めから二月前までに、

小学校又は中学校の入学期日を通知しなければならない。

２ 市町村の教育委員会は、当該市町村の設置する小学校又は中学校（法第７１条の

規定により高等学校における教育と一貫した教育を施すもの（以下「併設型中学校」

という。）を除く。以下この項、次条第７号、第６条の３第１項、第７条及び第８条

において同じ。）が二校以上ある場合においては、前項の通知において当該就学予定
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者の就学すべき小学校又は中学校を指定しなければならない。

３ 前２項の規定は、第９条第１項又は第１７条の届出のあった就学予定者については、

適用しない。

第６条 前条の規定は、次に掲げる者について準用する。この場合において、同条

第１項中「翌学年の初めから二月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替える

ものとする。

一 就学予定者で前条第１項に規定する通知の期限の翌日以後に当該市町村の教育委

員会が作成した学齢簿に新たに記載されたもの又は学齢児童若しくは学齢生徒でそ

の住所地の変更により当該学齢簿に新たに記載されたもの（認定特別支援学校就学

者及び当該市町村の設置する小学校又は中学校に在学する者を除く。）

二 次条第２項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒

三 第６条の３第２項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（同条第３項の通知に

係る学齢児童及び学齢生徒を除く。）

四 第１０条又は第１８条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒（認定特別支援学校

就学者を除く。）

五 第１２条第１項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援学校

就学者の認定をした者以外の者（同条第３項の通知に係る学齢児童及び学齢生徒を

除く。）

六 第１２条の２第１項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち、認定特別支援

学校就学者の認定をした者以外の者（同条第３項の通知に係る学齢児童及び学齢生

徒を除く。）

七 小学校又は中学校の新設、廃止等によりその就学させるべき小学校又は中学校を

変更する必要を生じた児童生徒等

第６条の２ 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等でなくなっ

たものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は、

速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し、

その旨を通知しなければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、

当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、

その氏名及び視覚障害者等でなくなった旨を通知しなければならない。

第６条の３ 特別支援学校に在学する学齢児童又は学齢生徒でその障害の状態、その者

の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変

化により当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の設置する小学校又は中学

校に就学することが適当であると思料するもの（視覚障害者等でなくなった者を除

く。）があるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する特別支援学校の校長は、

速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する都道府県の教育委員会に対し、

その旨を通知しなければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、

当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速やかに、

その氏名及び同項の通知があった旨を通知しなければならない。
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３ 市町村の教育委員会は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒について、当該

特別支援学校に引き続き就学させることが適当であると認めたときは、都道府県の

教育委員会に対し、速やかに、その旨を通知しなければならない。

４ 都道府県の教育委員会は、前項の通知を受けたときは、第１項の校長に対し、速や

かに、その旨を通知しなければならない。

第６条の４ 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校又は中等教育

学校に在学するもののうち視覚障害者等でなくなったものがあるときは、その在学す

る小学校、中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒

の住所の存する市町村の教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。

【 区域外就学等 】

第９条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校（併設型

中学校を除く。）以外の小学校、中学校又は中等教育学校に就学させようとする場合

には、その保護者は、就学させようとする小学校、中学校又は中等教育学校が市町村

又は都道府県の設置するものであるときは当該市町村又は都道府県の教育委員会の、

その他のものであるときは当該小学校、中学校又は中等教育学校における就学を承諾

する権限を有する者の承諾を証する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存

する市町村の教育委員会に届け出なければならない。

２ 市町村の教育委員会は、前項の承諾（当該市町村の設置する小学校又は中学校（併

設型中学校を除く。）への就学に係るものに限る。）を与えようとする場合には、あら

かじめ、児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議するものとする。

第１０条 学齢児童及び学齢生徒でその住所の存する市町村の設置する小学校又は中学

校（併設型中学校を除く。）以外の小学校若しくは中学校又は中等教育学校に在学す

るものが、小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の全課程を修了する前

に退学したときは、当該小学校若しくは中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに、

その旨を当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に通知しなけ

ればならない。

【 特別支援学校への就学についての通知 】

第１１条 市町村の教育委員会は、第２条に規定する者のうち認定特別支援学校就学者

について、都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから三月前までに、その氏名

及び特別支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならない。

２ 市町村の教育委員会は、前項の通知をするときは、都道府県の教育委員会に対し、

同項の通知に係る者の学齢簿の謄本を送付しなければならない。

３ 前２項の規定は、第９条第１項又は第１７条の届出のあった者については、適用し

ない。

第１１条の２ 前条の規定は、小学校に在学する学齢児童のうち視覚障害者等で翌学年

の初めから特別支援学校の中学部に就学させるべき者として認定特別支援学校就学者

の認定をしたものについて準用する。

第１１条の３ 第１１条の規定は、第２条の規定により文部科学省令で定める日の翌日
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以後の住所地の変更により当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに記載さ

れた児童生徒等のうち認定特別支援学校就学者について準用する。この場合において、

第１１条第１項中「翌学年の初めから三月前までに」とあるのは、「翌学年の初めか

ら三月前までに（翌学年の初日から三月前の応当する日以後に当該学齢簿に新たに

記載された場合にあっては、速やかに）」と読み替えるものとする。

２ 第１１条の規定は、第１０条又は第１８条の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒の

うち認定特別支援学校就学者について準用する。この場合において、第１１条第１項

中「翌学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものと

する。

第１２条 小学校、中学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚

障害者等になったものがあるときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、

中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存

する市町村の教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。

２ 第１１条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支援

学校就学者の認定をした者について準用する。この場合において、同条第１項中「翌

学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。

３ 第１項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢

児童又は学齢生徒について現に在学する小学校、中学校又は中等教育学校に引き続き

就学させることが適当であると認めたときは、同項の校長に対し、その旨を通知しな

ければならない。

第１２条の２ 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等で小学校、中学校又は中等教

育学校に在学するもののうち、その障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、

地域における教育の体制の整備の状況その他の事情の変化によりこれらの小学校、

中学校又は中等教育学校に就学させることが適当でなくなったと思料するものがある

ときは、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、中学校又は中等教育学校の

校長は、当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に対し、速や

かに、その旨を通知しなければならない。

２ 第１１条の規定は、前項の通知を受けた学齢児童又は学齢生徒のうち認定特別支

援学校就学者の認定をした者について準用する。この場合において、同条第１項中「翌

学年の初めから三月前までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものとする。

３ 第１項の規定による通知を受けた市町村の教育委員会は、同項の通知を受けた学齢

児童又は学齢生徒について現に在学する小学校、中学校又は中等教育学校に引き続き

就学させることが適当であると認めたときは、同項の校長に対し、その旨を通知しな

ければならない。

【 学齢簿の加除訂正の通知 】

第１３条 市町村の教育委員会は、第１１条第１項（第１１条の２、第１１条の３、

第１２条第２項及び前条第２項において準用する場合を含む。）の通知に係る児童生

徒等について第３条の規定による加除訂正をしたときは、速やかに、都道府県の教育

委員会に対し、その旨を通知しなければならない。
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【 区域外就学等の届出の通知 】

第１３条の２ 市町村の教育委員会は、第１１条第１項（第１１条の２、第１１条の３、

第１２条第２項及び第１２条の２第２項において準用する場合を含む。）の通知に係

る児童生徒等について、その通知の後に第９条第１項又は第１７条の届出があったと

きは、速やかに、都道府県の教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。

【 特別支援学校の入学期日等の通知、学校の指定 】

第１４条 都道府県の教育委員会は、第１１条第１項（第１１条の２、第１１条の３、

第１２条第２項及び第１２条の２第２項において準用する場合を含む。）の通知を

受けた児童生徒等及び特別支援学校の新設、廃止等によりその就学させるべき特別

支援学校を変更する必要を生じた児童生徒等について、その保護者に対し、第１１条

第１項（第１１条の２において準用する場合を含む。）の通知を受けた児童生徒等に

あっては翌学年の初めから二月前までに、その他の児童生徒等にあっては速やかに

特別支援学校の入学期日を通知しなければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、当該都道府県の設置する特別支援学校が二校以上ある

場合においては、前項の通知において当該児童生徒等を就学させるべき特別支援学校

を指定しなければならない。

３ 前２項の規定は、前条の通知を受けた児童生徒等については、適用しない。

第１５条 都道府県の教育委員会は、前条第１項の通知と同時に、当該児童生徒等を就

学させるべき特別支援学校の校長及び当該児童生徒等の住所の存する市町村の教育委

員会に対し、当該児童生徒等の氏名及び入学期日を通知しなければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、前条第２項の規定により当該児童生徒等を就学させるべ

き特別支援学校を指定したときは、前項の市町村の教育委員会に対し、同項に規定す

る事項のほか、その指定した特別支援学校を通知しなければならない。

第１６条 都道府県の教育委員会は、第１４条第２項の場合において、相当と認める

ときは、保護者の申立により、その指定した特別支援学校を変更することができる。

この場合においては、速やかに、その保護者並びに前条の通知をした特別支援学校の

校長及び市町村の教育委員会に対し、その旨を通知するとともに、新たに指定した

特別支援学校の校長に対し、同条第１項の通知をしなければならない。

【 区域外就学等 】

第１７条 児童生徒等のうち視覚障害者等をその住所の存する都道府県の設置する特別

支援学校以外の特別支援学校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学さ

せようとする特別支援学校が他の都道府県の設置するものであるときは当該都道府県

の教育委員会の、その他のものであるときは当該特別支援学校における就学を承諾す

る権限を有する者の就学を承諾する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存

する市町村の教育委員会に届け出なければならない。

第１８条 学齢児童及び学齢生徒のうち視覚障害者等でその住所の存する都道府県の

設置する特別支援学校以外の特別支援学校に在学するものが、特別支援学校の小学部



89

又は中学部の全課程を修了する前に退学したときは、当該特別支援学校の校長は、

速やかに、その旨を当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町村の教育委員会に

通知しなければならない。

【 保護者及び視覚障害等の就学に関する専門的知識を有する者の意見聴取 】

第１８条の２ 市町村の教育委員会は、児童生徒等のうち視覚障害者等について、

第５条（第６条（第２号を除く。）において準用する場合を含む。）又は第１１条

第１項（第１１条の２、第１１条の３、第１２条第２項及び第１２条の２第２項にお

いて準用する場合を含む。）の通知をしようとするときは、その保護者及び教育学、

医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する者の

意見を聴くものとする。

【 全課程修了者の通知 】

第２２条 小学校、中学校、中等教育学校及び特別支援学校の校長は、毎学年の終了後、

速やかに、小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若し

くは中学部の全課程を修了した者の氏名をその者の住所の存する市町村の教育委員会

に通知しなければならない。

【 視覚障害者等の障害の程度 】

第２２条の３ 法第７５条の政令で定める視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体

不自由者又は病弱者の障害の程度は、次の表に掲げるとおりとする。

※ 表は、P.47「特別支援教育と多様な学びの場」（＊４）に掲載。

５ 学校教育法施行規則

【 学齢簿の作成 】

第３１条 学校教育法施行令第２条の規定による学齢簿の作成は、十月一日現在におい

て行うものとする。

【 就学義務の猶予又は免除等 】

第３４条 学齢児童又は学齢生徒で、学校教育法第１８条 に掲げる事由があるときは、

その保護者は、就学義務の猶予又は免除を市町村の教育委員会に願い出なければなら

ない。この場合においては、当該市町村の教育委員会の指定する医師その他の者の

証明書等その事由を証するに足る書類を添えなければならない。

第３５条 学校教育法第十八条 の規定により保護者が就学させる義務を猶予又は免除

された子について、当該猶予の期間が経過し、又は当該猶予若しくは免除が取り消さ

れたときは、校長は、当該子を、その年齢及び心身の発達状況を考慮して、相当の

学年に編入することができる。



90

【 障害に応じた特別の教育課程（通級による指導） 】

第１４０条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程において、次の各号の

いずれかに該当する児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）のうち当

該障害に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合には、文部科学大臣

が別に定めるところにより、第５０条第１項、第５１条及び第５２条の規定並びに

第７２条から第７４条までの規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。

一 言語障害者

二 自閉症者

三 情緒障害者

四 弱視者

五 難聴者

六 学習障害者

七 注意欠陥多動性障害者

八 その他障害のある者で、この条の規定により特別の教育課程による教育を行うこ

とが適当なもの

【 障害に応じた特別の教育課程（他校通級） 】

第１４１条 前条の規定により特別の教育課程による場合においては、校長は、児童又

は生徒が、当該小学校、中学校又は中等教育学校の設置者の定めるところにより他の

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部

において受けた授業を、当該小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程にお

いて受けた当該特別の教育課程に係る授業とみなすことができる。

６ 学校保健安全法

【 就学時の健康診断 】

第１１条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、学校教育法第１７条

第１項の規定により翌学年の初めから同項 に規定する学校に就学させるべき者で、

当該市町村の区域内に住所を有するものの就学に当たって、その健康診断を行わなけ

ればならない。

第１２条 市町村の教育委員会は、前条の健康診断の結果に基づき、治療を勧告し、

保健上必要な助言を行い、及び学校教育法第１７条第１項に規定する義務の猶予若し

くは免除又は特別支援学校への就学に関し指導を行う等適切な措置をとらなければな

らない。

【 児童生徒等の健康診断 】

第１３条 学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育を受ける学生

を除く。）の健康診断を行わなければならない。

２ 学校においては、必要があるときは、臨時に、児童生徒等の健康診断を行うものと

する。
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７ 学校保健安全法施行令

【 就学時の健康診断の時期 】

第１条 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号。以下「法」という。）第１１条の

健康診断（以下「就学時の健康診断」という。）は、学校教育法施行令（昭和２８年

政令第３４０号）第２条の規定により学齢簿が作成された後翌学年の初めから四月前

（同令第５条、第７条、第１１条、第１４条、第１５条及び第１８条の２に規定する

就学に関する手続の実施に支障がない場合にあっては、三月前）までの間に行うもの

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、市町村の教育委員会は、同項の規定により定めた就学時

の健康診断の実施日の翌日以後に当該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに

就学予定者（学校教育法施行令第５条第１項 に規定する就学予定者をいう。以下

この項において同じ。）が記載された場合において、当該就学予定者が他の市町村の

教育委員会が行う就学時の健康診断を受けていないときは、当該就学予定者について、

速やかに就学時の健康診断を行うものとする。

【 検査の項目 】

第２条 就学時の健康診断における検査の項目は、次のとおりとする。

一 栄養状態

二 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無

三 視力及び聴力

四 眼の疾病及び異常の有無

五 耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無

六 歯及び口腔の疾患及び異常の有無

七 その他の疾病及び異常の有無

【 保護者への通知 】

第３条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、就学時の健康診断を

行うに当たって、あらかじめ、その日時、場所及び実施の要領等を法第１１条に規定

する者の学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者（以下「保

護者」という。）に通知しなければならない。

【 就学時健康診断票 】

第４条 市町村の教育委員会は、就学時の健康診断を行ったときは、文部科学省令で定

める様式により、就学時健康診断票を作成しなければならない。

２ 市町村の教育委員会は、翌学年の初めから十五日前までに、就学時健康診断票を

就学時の健康診断を受けた者の入学する学校の校長に送付しなければならない。
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８ 学校保健安全法施行規則

【 （就学時の健康診断）方法及び技術的基準 】

第３条 法第１１条の健康診断の方法及び技術的基準は、次の各号に掲げる検査の項目

につき、当該各号に定めるとおりとする。

一 栄養状態は、皮膚の色沢、皮下脂肪の充実、筋骨の発達、貧血の有無等について

検査し、栄養不良又は肥満傾向で特に注意を要する者の発見につとめる。

二 脊柱の疾病及び異常の有無は、形態等について検査し、側わん症等に注意する。

三 胸郭の異常の有無は、形態及び発育について検査する。

四 視力は、国際標準に準拠した視力表を用いて左右各別に裸眼視力を検査し、眼鏡

を使用している者については、当該眼鏡を使用している場合の矯正視力についても

検査する。

五 聴力は、オージオメータを用いて検査し、左右各別に聴力障害の有無を明らかに

する。

六 眼の疾病及び異常の有無は、感染性眼疾患その他の外眼部疾患及び眼位の異常等

に注意する。

七 耳鼻咽頭疾患の有無は、耳疾患、鼻・副鼻腔疾患、口腔咽喉頭疾患及び音声言語

異常等に注意する。

八 皮膚疾患の有無は、感染性皮膚疾患、アレルギー疾患等による皮膚の状態に注意

する。

九 歯及び口腔の疾病及び異常の有無は、齲歯、歯周疾患、不正咬合その他の疾病及

び異常について検査する。

十 その他の疾病及び異常の有無は、知能及び呼吸器、循環器、消化器、神経系等に

ついて検査するものとし、知能については適切な検査によって知的障害の発見につ

とめ、呼吸器、循環器、消化器、神経系等については臨床医学的検査その他の検査

によって結核疾患、心臓疾患、腎臓疾患、ヘルニア、言語障害、精神神経症その他

の精神障害、骨、関節の異常及び四肢運動障害等の発見につとめる。

【 就学時健康診断票 】

第４条 学校保健安全法施行令 （昭和３３年政令第１７４号。以下「令」という。）

第４条第１項に規定する就学時健康診断票の様式は、第一号様式とする。

【 事後措置 】

第９条 学校においては、法第１３条第１項 の健康診断を行ったときは、２１日以内

にその結果を幼児、児童又は生徒にあっては当該幼児、児童又は生徒及びその保護者

（学校教育法 （昭和２２年法律第２６号）第１６条 に規定する保護者をいう。）に、

学生にあっては当該学生に通知するとともに、次の各号に定める基準により、法

第１４条の措置をとらなければならない。

一 疾病の予防処置を行うこと。

二 必要な医療を受けるよう指示すること。
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三 必要な検査、予防接種等を受けるよう指示すること。

四 療養のため必要な期間学校において学習しないよう指導すること。

五 特別支援学級への編入について指導及び助言を行うこと。

六 学習又は運動・作業の軽減、停止、変更等を行うこと。

七 修学旅行、対外運動競技等への参加を制限すること。

八 机又は腰掛の調整、座席の変更及び学級の編制の適正を図ること。

九 その他発育、健康状態等に応じて適当な保健指導を行うこと。

２ 前項の場合において、結核の有無の検査の結果に基づく措置については、当該健康

診断に当たった学校医その他の医師が別表第一（省略）に定める生活規正の面及び医

療の面の区分を組み合わせて決定する指導区分に基づいて、とるものとする。


